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ネガワット取引に関する実務者会議について

平成２８年8月24日

ネガワット取引に関する実務者会議 事務局

資料１



2背景

電力・ガス取引監視等委員会の第９回制度設計専門会合（7月28日）において、ネ
ガワット取引の各取引スキームについて実務者会合を組織し、検討を進めることが
提案された。 第９回制度設計専門会合(H28.7.28)

資料5 から引用



3

ＥＲＡＢ検討会
（ネガワットＷＧ）

電力基本政策小委員会
電力・ガス取引監視等委員会

（制度設計専門会合）

ネガワット取引に関する実務者会議

○ 検討対象：①直接協議スキーム、②確定数量契約スキーム、③第三者仲介スキーム

○ 検討内容：実務面の課題（業務フロー、システム化方針、ビジネスプロトコル、個人情報取扱 等）

○ 参加事業者：（ネガワット事業者、小売電気事業者、一般送配電事業者、関係機関等）
イーレックス株式会社，エナジープールジャパン株式会社，エナノック・ジャパン株式会社，
株式会社エナリス，株式会社NTTファシリティーズ，株式会社エネット，関西電力株式会社，
中部電力株式会社，電気事業連合会（一般送配電事業者の要請に基づき参加），株式会社東芝，
一般社団法人日本卸電力取引所，電力広域的運営推進機関（事務局）

○ オブザーバー： 経済産業省 資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会，株式会社日立製作所

制度設計専門会合の提案を受け、電力広域的運営推進機関が事務局となり、
ネガワットＷＧメンバーを中心として、実務者会議を組織する。

本会議の位置付け



4会議の体制

内容の公表方針

• 実務者による会議のため、会議は非公開とするが、会議の透明性を高める
ため、会議資料および議事要旨は原則、広域機関ウェブサイト上に随時掲
載し公表する。ただし、企業秘密や個人情報等が含まれる資料については
非公開とする。

設置期間

• ネガワット取引の３つのスキーム開始まで。(国は２０１７年内としている)

開催頻度

• 当初はまず、直接協議スキームの検討を集中的に行うこととし、2か月程度
の間に複数回集中的に開催する。それ以降は適宜開催とする。



5検討の進め方
検討課題
ネガワット取引の各方式（①確定数量契約スキーム、②直接協議スキーム、③第
三者仲介スキーム）に関する業務フローの設計、システム開発方針、ビジネスプ
ロトコルの作成等。

• うち、②直接協議スキームは2017年4月1日の開始を控えており、早急に詳細
業務を設計する必要がある。

• ③第三者仲介スキーム、及び、①確定数量契約スキームについては、国におけ
るこれまでの論点等を踏まえ、実務上の課題検討を進めていく。

第７回制度設計専門会合(H28.5.25)

資料５ から引用



6参考：各取引スキームの対応時期
第８回制度設計専門会合(H28.6.17)

資料４ から引用



7参考：ネガワット取引導入に向けた検討状況
第7回電力基本政策小委員会(H28.5.25)

資料5－1 から引用


